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令和３年度法務省委託「ビジネスと人権に関するシンポジウム」実施完了報告 

 

１ 実施概要 

（１）テーマ： ビジネスと人権に関するシンポジウム 

（２）日 時： 令和３年７月２９日（木）午後１時半～午後３時半 

（３）形 式： オンライン（リアルタイム）配信 

        コモレ四ツ谷タワーコンファレンスＲｏｏｍ Ｆ（東京都新宿区四谷１－６－

１コモレ四谷 四谷タワー３階）を会場として配信 

※ 令和3年9月8日（水）からオンライン（アーカイブ）配信を実施 

（1年間の期間限定） https://youtu.be/mB9PFvEf-u4 

（４）対象者： 一般市民 ※ 参加費無料 

（５）主 催： 法務省、全国人権擁護委員連合会、東京法務局、東京都人権擁護委員連合会公

益財団法人人権教育啓発推進センター 

（６）後 援： 経済産業省、中小企業庁、国連広報センター、（一社）日本経済団体連合会

（独）中小企業基盤整備機構、東京都、特別区長会、東京都市長会、東京都町村

会、（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン、日本商工会議

所、東京商工会議所、東京都商工会連合会、（公財）東京都中小企業団体中央

会、東京都中小企業振興公社、（一社）東京経営者協会、東京人権啓発企業連絡

会（順不同） 

（７）内 容： ● 主催者挨拶 

          松下裕子（法務省人権擁護局長） 

● シンポジウム  

         ○ 基調講演１ ビジネスと人権に関する国際的動向 

アニタ・ラマサストリ（国連ビジネスと人権作業部会委員（元委員

長）） 

※事前収録、日本語字幕あり 

○ 基調講演２ 「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）に

ついて 

田瀬和夫（ＳＤＧパートナーズ有限会社代表取締役ＣＥＯ） 

○ サプライチェーンマネジメントに関する事例発表 

・味の素株式会社 

柴草哲朗（サスティナビリティ推進部社会グループシニアマネージ

ャー、農学博士） 

・明治ホールディングス株式会社 

山下舞子（サステナビリティ推進部企画グループ長） 

・イオン株式会社 

新井裕二（品質管理部イオンサプライヤーＣｏＣ） 

○ 法務省の取組紹介 

・「ビジネスと人権に関する調査研究報告書」の紹介 

・「Ｍｙじんけん宣言」プロジェクトの紹介 

 鳥丸忠彦（法務省人権擁護局人権啓発課長） 

○ パネルディスカッション・質疑応答 

● 閉会 

 

２ 目的 
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  ビジネスと人権に関する国際的潮流を学んでもらうとともに、「ビジネスと人権」に関す

る行動計画（2020-2025）（NAP）の理解度を高め、さらには人権的視点に立った企業活動

を促すために開催する。 

 

３ 参加者数等 

  ６１３人（ＹｏｕＴｕｂｅ「ユニーク視聴者数」） 

※参考：同「視聴回数」１，０９４回 

同「最大同時視聴者数」３２９人 

 

 

４ 配信の様子 

 
  

ライブ配信前：案内 

 

主催者挨拶 

  

基調講演１：アニタ・ラマサストリ 

（国連ビジネスと人権作業部会委員（元委員

長）） 

基調講演２：田瀬和夫 

（ＳＤＧパートナーズ有限会社代表取締役ＣＥ

Ｏ） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例発表：柴草哲郎 

（味の素株式会社サステナビリティ推進部社会グ

ループシニアマネージャー） 

事例発表：山下舞子 

（明治ホールディングス株式会社サステナビリテ

ィ推進部企画グループ長） 
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事例発表：新井裕二 

（イオン株式会社環境・社会貢献部イオンサプラ

イヤーＣｏＣ事務局） 

「ビジネスと人権に関する調査研究報告書」の紹

介 

  

「Ｍｙじんけん宣言」プロジェクト の紹介：鳥

丸忠彦（法務省人権擁護局人権啓発課長） 

 

 

 



 

 

令和３年度法務省委託 

 

 

■時間帯 

午後１時３０分～午後３時３０分（予定） 

 

■主催 

法務省、全国人権擁護委員連合会、東京法務局、東京都人権擁護委員連合会、公益財団法人人権教育啓発推進

センター 

 

■後援 

経済産業省、中小企業庁、国連広報センター、（一社）日本経済団体連合会、（独）中小企業基盤整備機構、東

京都、特別区長会、東京都市長会、東京都町村会、（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパ

ン、日本商工会議所、東京商工会議所、東京都商工会連合会、（公財）東京都中小企業団体中央会、東京都中小

企業振興公社、（一社）東京経営者協会、東京人権啓発企業連絡会 
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目次 
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○ 基調講演２（田瀬和夫）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

○ 事例発表１（味の素株式会社）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

○ 事例発表２（明治ホールディングス株式会社）・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

○ 事例発表３（イオン株式会社）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 

 

● 「ビジネスと人権に関する調査研究報告書」紹介・・・・・・・・・・・・・ ４９ 

● 「Ｍｙじんけん宣言」プロジェクト紹介・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１ 

 

● 人権に関する主要な国際ルール／フレームワーク／ガイドライン・・・・・・ ５３ 

● ビジネスと人権に関するウェブサイト集・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 

● ＹｏｕＴｕｂｅでの人権啓発関連映像の配信について 

～人権ライブラリーの御案内～・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 

● 人権ライブラリー・ウェブサイトの御案内・・・・・・・・・・・・・・・・ ５６ 

 

 

 

 

  

  
本シンポジウムの目的 

近年、企業による人権尊重の必要性について国際的な関心が高まっています。国連人権理事

会では「ビジネスと人権に関する指導原則」が支持され、また、持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）の達成に当たっては、人権の保護・促進が重要な要素と位置付けられています。 

令和２年１０月には、「『ビジネスと人権』に関する行動計画(2020-2025)」（ＮＡＰ）が策定

され、今後政府が取り組む各種施策や企業活動における人権デュー・ディリジェンスの導入促

進への期待が高まっています。また本年は「ビジネスと人権に関する指導原則」の採択から１

０周年の節目の年でもあります。 

本シンポジウムは、ビジネスと人権に関する国際的な動向を学んでもらうとともに、ＮＡＰ

の理解度を高め、さらには人権的視点に立った企業活動を促すために開催します。 
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タイムスケジュール 

 

13:30∼13:35 開会・主催者挨拶 

 

13:35∼13:50 基調講演１ 

ビジネスと人権に関する国際的動向 

アニタ・ラマサストリ 

（国連ビジネスと人権作業部会委員（元委員長）） 

※ビデオ出演、日本語字幕あり 

 

13:50∼14:20 基調講演２ 

「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）について 

田瀬和夫 

（ＳＤＧパートナーズ有限会社 代表取締役ＣＥＯ） 

 

14:20∼14:50 サプライチェーンマネジメントに関する事例発表 

味の素株式会社 

明治ホールディングス株式会社 

イオン株式会社 

 

14:50∼14:55 「ビジネスと人権に関する調査研究報告書」の紹介 

 

14:55∼15:00 「Ｍｙじんけん宣言」プロジェクトの紹介 

 

15:00∼15:30 パネルディスカッション・質疑応答 

 

15:30    閉会 
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基調講演１ 
 

 

 

 

 

 

 

アニタ・ラマサストリ 

 

 

国連ビジネスと人権作業部会委員（元委員長）、ワシントン大学法科大学院 故ローランド・L・ヒ

ョース名誉学部長寄付基金教授、持続可能な国際開発大学院プログラム長） 

 

専門分野は、ビジネスと人権、汚職防止、商法と持続可能な開発。現在の研究テーマは、紛争地域や

ガバナンスの弱い地域における経済主体の説明責任。 

 

2009 年から 2012 年まで、米国商務省国際貿易局の市場アクセス・コンプライアンス担当次官の上

級顧問として、ゲイリー・ロック長官（当時）の下で勤めた。ITA （WTO 情報技術協定）の汚職防

止及び貿易に関する取り組みを指揮し、G20、APEC、OSCEとの新たな取組の開始を支援。 

ベトナム、コロンビア、インドネシア、南アフリカ、サウジアラビアなどの新しい新興市場との貿易

戦略を調整。世界各国の大使館の米国貿易担当者向けに、ビジネスと人権に関する新しいカリキュ

ラムを開発した。 

 

●国連ビジネスと人権作業部会委員とは 

「ビジネスと人権に関する指導原則」関連の決議において構成された作業部会。同作業部会は指導

原則の普及促進、関係機関とのグッドプラクティスの共有、各国訪問等を行うこととされている。 

（参考）外務省サイト（人権外交 ビジネスと人権） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/hr_ha/page22_001608.html 
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基調講演２ 
 

 

 

 

 

 

 

 

田瀬 和夫 

 

1992年外務省に入省し、国連政策課、人権難民課、アフリカ二課、国連行政課、国連日本政府代表

部一等書記官等を歴任。2001 年より 2年間は、緒方貞子氏の補佐官として「人間の安全保障委員会」

事務局勤務。 

 

2005 年 11月外務省を退職、同月より国際連合事務局・人間の安全保障ユニット課長、2010 年 10月

より 3 年間はパキスタンにて国連広報センター長。外務省での専門語学は英語、河野洋平外務大臣、

田中真紀子外務大臣等の通訳を務めた。 

 

2014 年 5 月に国連を退職、同 6月よりデロイトトーマツコンサルティングの執行役員に就任。同社

CSR・SDGs 推進室長として日本経済と国際機関・国際社会の「共創」をテーマに、企業の世界進出

を支援、人権デュー・デリジェンス、SDGs と ESG 投資をはじめとするグローバル基準の標準化、

企業のサステイナビリティ強化支援を手がけた。 

 

2017 年 9 月に独立し、新会社 SDG パートナーズを設立して現在同社代表取締役 CEO。 

私生活においては、7,500 人以上のメンバーを擁する「国連フォーラム」の共同代表を 2004 年より

務める。 
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事例発表企業１ 

 

 

 

 

 

 

味の素株式会社 

柴草 哲郎（しばくさ てつろう） 

（サステナビリティ推進部社会グループシニアマネージャー） 
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事例発表企業２ 

 

 

 

 

 

 

明治ホールディングス株式会社 

山下 舞子（やました まいこ） 

（サステナビリティ推進部企画グループ長） 
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事例発表企業３ 

 

 

 

 

 

 

イオン株式会社 

新井 裕二（あらい ゆうじ） 

（環境・社会貢献部 イオンサプライヤーCoC 事務局） 
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今企業に求められる 

「ビジネスと人権」への対応 

「『ビジネスと人権に関する調査研究』報告書」

(令和２年度)       を是非御活用ください。 

 

昨年度、公益財団法人人権教育啓発推進センターは、法

務省委託事業により「『ビジネスと人権に関する調査研

究』報告書」を制作しました。 

企業において、「ビジネスと人権」をテーマとする研修

を実施する際に活用することが可能な資料を提供するものとなっております。 

講師は、「報告書詳細版」と「活用の手引」を活用して研修の準備をし、受講者に「報告

書概要版」を配布した上で、「投影用資料」を投影しながら講義を行うことが可能です。 

「活用の手引」及び「報告書詳細版」は PDF データ、「研修投影用資料」は PowerPoint

データを無料提供しています。 

また、「報告書概要版」は PDF データを無料提供しているほか、印刷・製本した冊子も

無料にて配布しています。 

【各種データはこちら】 

https://www.jinken-library.jp/database/materials.php 

【報告書概要版（冊子）の申込みはこちら】 

https://reg18.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=ncth-leqata-

0ab7cc131e747e18cab1ac4b630a7b48 

※監修：田瀬和夫（ＳＤＧパートナーズ有限会社 代表取締役ＣＥＯ） 
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概要版を活用した研修実施の手引 

手引では、講義（講師によるプレゼンテーション）の目的や狙い、受講

者に伝えるべきポイントのほか、実際に講師が講義を行う際の原稿案も掲

載しています。約１時間の講義を想定して構成されており、「投影資料」

の対応スライドを受講者に見せながら、本原稿案を参考に講義をすること

ができます。 

また、講義に加えて、ワークショップ（受講者同士のディスカッション）

を行うことにより、研修の効果を高める構成を提案しています。 

参加者は、講義で学んだ知識を基に、ワークショックで議論することによ

り、理解をより一層深めることができます。 

 

報告書詳細版 

詳細版は、「ビジネスと人権」に関する講義を行うに当たり、参考とな

る情報等をまとめています。 

第１章では、「企業の人権尊重責任」として、企業が尊重するべき人権

の全体像を解説しているほか、企業が尊重すべき主要な人権と人権に関す

るリスクの内容（ハラスメント、ジェンダー、サプライチェーン上の人権

問題など）や近年の動向について紹介しています。 

 第２章では、「企業による人権への取組の必要性」として、人権に関す

る取組が事業活動にどのような影響を与えるのかを解説しています。 

 第３章は、「企業による人権への取組の在り方」として、「負の影響」を

防止するための主な取組（人権への影響評価、サプライチェーン管理、苦

情処理メカニズムの整備など）や、人権への取組に注力している企業の事

例を紹介しています。 

報告書概要版 

概要版は、受講者に配布することを目的に、全７６ページの詳細版を、

全２８ページにまとめたものとなっています。 

公益財団法人人権教育啓発推進センターでは、法務省委託事業により、

本冊子をより多くの企業に活用していただきたく、無料にて配布しており

ます。お申込みをお待ちしております。 

 

「ビジネスと人権」に関する企業研修投影資料（PowerPoint） 

投影資料は、概要版を活用した研修を実施するに当たり使用するス

投影資料は、概要版を活用した研修を実施するに当たり使用するス

ライドです。 

PowerPoint データで提供していることから、講師や講義に合わせ

て改変することが可能となっています。
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（参考）ビジネスと人権に関するウェブサイト集 
 
【国際的なサイト】 
 
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR） 
ビジネスと人権に関するサイト 
https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/BusinessIndex.aspx 
 
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR） 
ビジネスと人権に関する指導原則１０周年記念ポータルサイト 
https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/UNGPsBizHRsnext10.aspx 
 
国連ビジネスと人権作業部会 
https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/WGHRandtransnationalcorporationsa
ndotherbusiness.aspx  
 
国連グローバルコンパクト 
https://www.unglobalcompact.org 
 
【日本のサイト】 
 
ビジネスと人権に関する指導原則 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000062491.pdf 
 
「ビジネスと人権」に関する国内行動計画(2020-2025) 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100104121.pdf 
 
法務省 
人権擁護局 
ビジネスと人権 
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00090.html 
 
経済産業省 
ビジネスと人権～責任あるバリューチェーンに向けて～ 
https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-jinken/index.html 
 
中企庁 
人権啓発支援事業に係るパンフレット 
https://www.chusho.meti.go.jp/soudan/jinken_pamf/index.htm 
 
外務省 
ビジネスと人権ポータルサイト 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bhr/index.html 
 
国際労働機関（ILO) 
国際労働基準と持続可能性に配慮した調達ハンドブック ―  東京 2020オリンピック・
パラリンピック競技大会を契機とするディーセント・ワークの実現に向けて 
https://www.ilo.org/tokyo/information/publications/WCMS_735666/lang--
ja/index.htm 
 
国連開発計画（UNDP） 駐日代表事務所 
https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/HRDD-COVID19-BHR.html 
人権デュー・デリジェンスと新型コロナウイルス：企業向け 自社評価 簡易チェックリスト 
https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/HRDD-COVID19-BHR.html 
 
経済協力開発機構（OECD） 
多国籍企業行動指針 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/pdfs/takoku_ho.pdf 
責任ある企業行動のための OECDデュー・ディリジェンス・ ガイダンス 
http://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf 
  

https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/BusinessIndex.aspx
https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/UNGPsBizHRsnext10.aspx
https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/WGHRandtransnationalcorporationsandotherbusiness.aspx
https://www.ohchr.org/EN/Issues/Business/Pages/WGHRandtransnationalcorporationsandotherbusiness.aspx
https://www.unglobalcompact.org/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000062491.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100104121.pdf
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00090.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-jinken/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/soudan/jinken_pamf/index.htm
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bhr/index.html
https://www.ilo.org/tokyo/information/publications/WCMS_735666/lang--ja/index.htm
https://www.ilo.org/tokyo/information/publications/WCMS_735666/lang--ja/index.htm
https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/HRDD-COVID19-BHR.html
https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/HRDD-COVID19-BHR.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/pdfs/takoku_ho.pdf
http://mneguidelines.oecd.org/OECD-Due-Diligence-Guidance-for-RBC-Japanese.pdf
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スマートフォンからも

御利用いただけます↓ 



1 
 

令和 3年度法務省委託 
「ビジネスと人権に関するシンポジウム」（令和 3年 7月 29日（木）開催） 
参加者アンケート集計結果 
（注）構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため合計は必ずしも 100とは限らない。 
 
1-1 御自身について、当てはまるものを選んでください。（年齢） 
 

（1） 年齢 
 

1 10歳代 0件 
2 20歳代 5件 
3 30歳代 3件 
4 40歳代 13件 
5 50歳代 37件 
6 60歳代 20件 
7 70歳代以上 7件 
9 無回答 1件  

計 86件 
 

 

  

20歳代
5.8% 30歳代

3.5%

40歳代
15.1%

50歳代
43.0%

60歳代
23.3%

70歳代以上
8.1%

無回答

1.2%
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1-2 御自身について、当てはまるものを選んでください。（居住地） 
 

（2） 居住地 
 

1 北海道 0件 
2 青森県 0件 
3 岩手県 0件 
4 宮城県 0件 
5 秋田県 2件 
6 山形県 3件 
7 福島県 0件 
8 茨城県 2件 
9 栃木県 2件 
10 群馬県 0件 
11 埼玉県 8件 
12 千葉県 6件 
13 東京都 17件 
14 神奈川県 9件 
15 新潟県 0件 
16 富山県 0件 
17 石川県 0件 
18 福井県 1件 
19 山梨県 0件 
20 長野県 0件 
21 岐阜県 1件 
22 静岡県 1件 
23 愛知県 3件 
24 三重県 1件 
25 滋賀県 1件 
26 京都府 0件 
27 大阪府 4件 
28 兵庫県 7件 
29 奈良県 0件 
30 和歌山県 0件 
31 鳥取県 5件 
32 島根県 0件 
33 岡山県 0件 
34 広島県 2件 
35 山口県 0件 
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36 徳島県 0件 
37 香川県 1件 
38 愛媛県 0件 
39 高知県 0件 
40 福岡県 2件 
41 佐賀県 1件 
42 長崎県 1件 
43 熊本県 0件 
44 大分県 1件 
45 宮崎県 0件 
46 鹿児島県 2件 
47 沖縄県 1件 
48 その他 0件  

無回答 1件  
計 86件 

 

 

 
 
 
 
  

秋田県 2.3%

山形県 3.5%

茨城県 2.3%

栃木県 2.3%

埼玉県 9.3%

千葉県 7.0%

東京都 19.8%

神奈川県 10.5%
福井県 1.2%

岐阜県 1.2%
静岡県 1.2%

愛知県 3.5%
三重県 1.2%

滋賀県 1.2%
大阪府 4.7%

兵庫県 8.1%

和歌山県 1.2%

鳥取県 5.8%

広島県 2.3%

香川県 1.2%
福岡県 2.3%
佐賀県 1.2%
長崎県 1.2%
大分県 1.2% 鹿児島県

2.3%
沖縄県 1.2% 無回答

1.2%
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1-3 御自身について、当てはまるものを選んでください。（職業） 
 

（3） 職業 
 

1 ① 会社員 42件 
2 ② 公務員 16件 
3 ③ 自営業 4件 
4 ④ 専門学校・大学生 1件 
5 ⑤ 派遣・契約社員 0件 
6 ⑥ アルバイト・パート 1件 
7 ⑦ 主婦・主夫 0件 
8 ⑧ 無職 6件 
9 ⑨ その他 12件  

無回答 4件  
計 86件 

 

 
 
 
  

②公務員

18.6%

③自営業

4.7%

④専門学校・大学生

1.2%

⑥ｱﾙﾊﾞｲﾄ･ﾊﾟｰﾄ

1.2%

⑧無職

7.0%

⑨その他

14.0%

無回答

4.7%

①会社員 
48.8% 
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※1-3で「会社員」と答えた方は当てはまるものを選んでください〔業種〕  
業種 

 

1 （a）建設業 2件 
2 （b）製造業 14件 
3 （c）電気・ガス業 0件 
4 （d）運輸・情報通信業 5件 
5 （e）商業 3件 
6 （f）金融・保険業 8件 
7 （g）不動産業 1件 
8 （h）サービス業 5件 
9 （i）その他 2件  

無回答 2件  
計 42件 

 

 
 
 

 
  

製造業

33.3%

運輸・情報通信業

11.9%
商業

7.1%

金融・保険業

19.0%

不動産業

2.4%

サービス業

11.9%

その他

4.8%
無回答

4.8%
建設業 
4.8% 
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※1-3で「会社員」と答えた方は当てはまるものを選んでください〔部署〕 
 
 

 

 

 
 
  

人事

45.2%

経理

2.4%

その他

19.0%

無回答

7.1%

 
部署 

 

1 （a）総務 11件 
2 （b）人事 19件 
3 （c）経理 1件 
4 （d）営業 0件 
5 （e）開発 0件 
6 （f）事業、製造 0件 
7 （g）その他 8件  

無回答 3件  
計 42件 

総務 
26.2% 
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※1-3で「会社員」と答えた方は当てはまるものを選んでください〔役職〕  
部署 

 

1 （a）役員等 2件 
2 （b）管理職 24件 
3 （c）一般職 13件 
4 （d）その他 1件  

無回答 2件  
計 42件 

 

 
 
  

管理職

57.1%

一般職

31.0%

その他

2.4%

無回答

4.8%
役員等

4.8%
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※1-3で「会社員」と答えた方は当てはまるものを選んでください〔従業員数〕（連結決算の子会社等

を含む。）（正社員のみ）  
部署 

 

1 ① １～５０人 4件 
2 ② ５１～１００人 3件 
3 ③ １０１人～３００人 0件 
4 ④ ３０１人～５００人  0件 
5 ⑤ ５０１人～１０００人 3件 
6 ⑥１００１人～２０００人 3件 
7 ⑦２００１人～５０００人 8件 
8 ⑧５００１人～１００００人 6件 
9 ⑩ １０００１人以上 15件  

無回答 0件  
計 42件 

 

 
 
  

５１〜１００人

7.1%

５０１〜１０００人

7.1%

１００１〜２０００人

7.1%

２００１〜５０００人

19.0%
５００１〜１００００

人

14.3%

１０００１人以上

35.7%

１～５０人 
9.5% 
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2 「ビジネスと人権に関するシンポジウム」をどのようにして知りましたか。（複数回答可） 
 

1 ① インターネットバナー広告・テキスト広告 2件 
2 ② 法務省人権擁護局公式 Twitter 3件 
3 ③ 法務省人権擁護局公式 Facebook ページ 1件 
4 ④ 法務省人権擁護局 LINE公式アカウント 5件 
5 ⑤ 法務省・ウェブサイト 2件 
6 ⑥ 人権ライブラリー・ウェブサイト 19件 
7 ⑦ 人権教育啓発推進センターTwitter 0件 
8 ⑧ 人権教育啓発推進センター・ウェブサイト 10件 
9 ⑨ メールマガジン（人権教育啓発推進センター発行） 15件 
10 ⑩ 月刊誌「アイユ」 12件 
11 ⑪ 後援団体からの紹介 6件 
12 ⑫ 勤務先 19件 
13 ⑬ 知人 4件 
14 ⑭ 都道府県市町村広報紙 0件 
15 ⑮ その他 12件 

 無回答 2件  
計 112件 

 
 

※ n（=回答者数）に対する割合 
 
 
 

14.0%
0.0%

4.7%
22.1%

7.0%
14.0%

17.4%
11.6%

0.0%
22.1%

2.3%
5.8%

1.2%
3.5%

2.3%

⑮その他

⑭都道府県市町村広報紙

⑬知人

⑫勤務先

⑪後援団体からの紹介

⑩月刊誌「アイユ」

⑨メールマガジン（人権教育啓発推進センター発行）

⑧人権教育啓発推進センター・ウェブサイト

⑦人権教育啓発推進センターTwitter
⑥人権ライブラリー・ウェブサイト

⑤法務省・ウェブサイト

④法務省人権擁護局LINE公式アカウント

③法務省人権擁護局公式Facebookページ
②法務省人権擁護局公式Twitter

①インターネットバナー広告・テキスト広告

n=86 
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3 このシンポジウムに参加しようと思ったきっかけを教えてください。（複数回答可） 
 

1 ① 基調講演・パネルディスカッションの登壇者の話を聴きたかったから 29件 
2 ② オンライン開催のシンポジウムに参加してみたかったから   13件 
3 ③ 人権問題に関心があるから   35件 
4 ④ ビジネスと人権に関心があるから 52件 
5 ⑤ 「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）に関心があるから 27件 
6 ⑥ 会社での業務の一環として参加することになったから 8件 
7 ⑦ 企業のサプライチェーンマネジメントの事例を直接聞けるから 27件 
8 ⑧ 知人に誘われたから 1件 
9 ⑨ その他 1件 
 無回答 0件  

計 193件 

 
 

※ n（=回答者数）に対する割合 

 

 
  

1.2%

1.2%

31.4%

9.3%

31.4%

60.5%

40.7%

15.1%

33.7%

⑨その他

⑧知人に誘われたから

⑦企業のサプライチェーンマネジメントの事例を直接聞

けるから

⑥会社での業務の一環として参加することになったから

⑤「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）
に関心があるから

④ビジネスと人権に関心があるから

③人権問題に関心があるから

②オンライン開催のシンポジウムに参加してみたかった

から

①基調講演・パネルディスカッションの登壇者の話を聴

きたかったから

n=86 
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3で「①基調講演・パネルディスカッションの登壇者の話を聴きたかったから」と答えた方は登壇者

のお名前を御入力ください。 

n=29 

※ n（=回答者数）に対する割合 

 

※ 柴草哲朗さん（味の素株式会社）、山下舞子さん（明治グループホールディングス株式会社） 

新井裕二さん（イオン株式会社） 

 

4-1 今回のシンポジウムは全体として満足のいくものでしたか。 

1 ① 大変満足だった 47件 
2 ② まあ満足だった 36件 
3 ③ やや不満足だった 2件 
4 ④ 大変不満足だった 1件  

無回答 0件  
計 86件 

 

 

6
20.7%

6
20.7%

6
20.7%

16
55.2%

3
10.3%

新井裕二さん

山下舞子さん

柴草哲郎さん

田瀬和夫さん

アニタ・ラマサストリさん

② まあ満足だった

41.9%

③ やや不満足だった

2.3%

④ 大変不満足だった

1.2%

①大変満足だった

54.7%
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4-2 4-1 で「①大変満足だった」又は「②まあ満足だった」とお答えいただいた方に伺います。その

理由をお聞かせください。（複数回答可） 
1 ① イベント内容が全体的に良かったから  32件 
2 ② ビジネスと人権について考えることができたから 37件 
3 ③ ビジネスと人権についての理解が深まったから 54件 
4 ④ その他 4件  

無回答 0件  
計 147件 

 

 
※ n（=回答者数）に対する割合 

 

4-3 4-1で「③やや不満足だった」又は「④大変不満足だった」とお答えいただいた方に伺います。

その理由をお聞かせください。（複数回答可） 
1 ① イベント内容が全体的に良くなかったから   0件 
2 ② ビジネスと人権について考えることができなかったから 0件 
3 ③ ビジネスと人権についての理解が深まらなかったから 1件 
4 ④ その他 2件  

無回答 0件  
計 3件 

 

 
 

※ n（=回答者数）に対する割合 

4.8%

65.1%

44.6%

38.6%

④その他

③ビジネスと人権についての理解が深まったから

②ビジネスと人権について考えることができたから

①イベント内容が全体的に良かったから

66.7%

33.3%

0.0%

0.0%

④その他

③ビジネスと人権についての理解が深まらなかったから

②ビジネスと人権について考えることができなかったか

ら

①イベント内容が全体的に良くなかったから

n=83 

n=3 
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5 基調講演、シンポジウムの内容について伺います。 
1 ① よく理解できた 38件 
2 ② 理解できた 41件 
3 ③ やや難しかった 4件 
4 ④ 難しかった 1件  

無回答 2件  
計 86件 

 

 
 
6-1 今回のシンポジウム以前に、ビジネスと人権についてどのくらい関心や理解がありましたか。 

1 ① 大いにあった 46件 
2 ② 少しはあった 31件 
3 ③ あまりなかった 8件 
4 ④ 全くなかった 1件  

計 86件 
 

 

  

① よく理解でき

た

44.2%
② 理解できた

47.7%

③ やや難しかった

4.7%

無回答

2.3%

① 大いにあっ

た

53.5%② 少しはあった

36.0%

③ あまりなかった

9.3%

④難しかった 

1.2% 

④全くなかった 

1.2% 
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6-2 シンポジウムを終えて、ビジネスと人権についての関心や理解は深まりましたか。 
 

1 ① 大変深まった 49件 
2 ② まあ深まった 36件 
3 ③ あまり深まらなかった 0件 
4 ④ 全く深まらなかった 0件  

無回答 1件  
計 86件 

 

 
6-3 シンポジウムに参加して、何か行動しようと思いましたか。（複数回答可） 

1 ① 社内研修や従来の取組みの改善、新たな取組を進めていきたい 26件 
2 ② 社内研修に生かしたい 20件 
3 ③ 従来の取組の改善に生かしたい 21件 
4 ④ 新たな取組を始めたい 15件 
5 ⑤ 今は特に考えていない 10件 
6 ⑥ その他 6件 
 無回答 6件  

計 104件 

 

※ n（=回答者数）に対する割合 

① 大変深まった

57.0%

② まあ深まった

41.9%

無回答

1.2%

7.0%

11.6%

17.4%

24.4%

23.3%

30.2%

⑥その他

⑤今は特に考えていない

④新たな取組を始めたい

③従来の取組の改善に生かしたい

②社内研修に生かしたい

①社内研修や従来の取組みの改善、新たな取組を進めて

いきたい

n=86 
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7 シンポジウムの開催時間について、どう思いますか。 
1 ① オンライン開催に適した長さだった 69件 
2 ② オンライン開催にしてはやや長いと感じた 10件 
3 ③ オンライン開催にしてはやや短いと感じた 4件 
4 ④ その他 1件  

無回答 2件  
計 86件 

 
 
8 シンポジウムのオンライン開催について、どう思いますか。 

1 ① 移動することもなく参加しやすいのでこれからも採用すべき   67件 
2 ② 状況に適した開催方法でありやむを得ない   14件 
3 ③ 参加する方法がよく分からず大変だった 0件 
4 ④ 画面視聴だとあまり訴えてくるものがない 1件 
5 ⑤ その他 3件  

無回答 1件  
計 86件 

 

① オンライン開催に

適した長さだった

80.2%

② オンライン開催にし

てはやや長いと感じた

11.6%

③ オンライン開催にして

はやや短いと感じた

4.7%

④ その他

1.2%
無回答

2.3%

① 移動することも

なく参加しやすいの

でこれからも採用す

べき

77.9%

② 状況に適した開催方法で

ありやむを得ない

16.3%

④ 画面視聴だとあまり訴えてく

るものがない

1.2%

⑤ その他

3.5%
⑥ 無回答

1.2%
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9 当面のシンポジウムの開催方法は、どの方法が良いと思いますか。 
1 ① オンライン開催 53件 
2 ② 実際に会場に集っての開催 3件 
3 ③  ①、②併用型 29件 
4 ④その他 0件  

無回答 1件  
計 86件 

 
 
10 本シンポジウムなど、国の人権擁護機関（法務省、法務局・地方法務局、人権擁護委員）が、

広く人権啓発活動を行っていることを知っていましたか。 
1 ① 知っていた 67件 
2 ② 知らなかった 17件  

無回答 2件  
計 86件 

 

 

① オンライン

開催

61.6%② 実際に会場に集って

の開催

3.5%

③ ①、②併用型

33.7%
無回答

1.2%

① 知っていた

77.9%

② 知らなかった

19.8%

③ 無回答

2.3%
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11 「10」で「①知っていた」とお答えいただいた方に伺います。どのようにして国の人権擁護機

関が行っている人権啓発事業を知りましたか。 
1 ① ポスター 4件 
2 ② チラシ 6件 
3 ③ パンフレット 3件 
4 ④ 新聞 1件 
5 ⑤ テレビ 0件 
6 ⑥ ラジオ 0件 
7 ⑦ ＳＮＳ 3件 
8 ⑧ ウェブサイト 21件 
9 ⑨ インターネットバナー広告・テキスト広告 1件 
10 ⑩ 街頭啓発活動 0件 
11 ⑪ 学校 0件 
12 ⑫ 法務省・法務局に来庁した際 4件 
13 ⑬ 他の公共機関を利用した際  2件 
14 ⑭ 地方公共団体が発行している広報誌 5件 
15 ⑮ その他 15件  

無回答 2件  
計 67件 

 

 
 

① ポスター

6.0%
② チラシ

9.0%

③ パンフレット

4.5%

④ 新聞

1.5%

⑦ SNS
4.5%

⑧ ウェブサイト

31.3%
⑨ インターネットバナー広告・

テキスト広告

1.5%

⑫ 法務省・法務局

に来庁した際

6.0%

⑬ 他の公共機関を

利用した際

3.0%

⑭ 地方公共団体が

発行している広報誌

7.5%

⑮ その他

22.4%

⑯ 無回答

3.0%
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12 法務局・地方法務局が企業等の人権研修に職員や人権擁護委員を派遣していることを知ってい

ますか。 
1 ① 知っており、派遣を依頼したことがある 10件 
2 ② 知っていたが、派遣を依頼したことはない 30件 
3 ③ 知らなかったが、依頼することを検討したい 25件 
4 ④ 知らなかったが、依頼したいとは思わない 12件  

無回答 9件  
計 86件 

 

① 知っており、派

遣を依頼したことが

ある

11.6%

② 知っていたが、派遣を依頼

したことはない

34.9%③ 知らなかったが、依頼するこ

とを検討したい

29.1%

④ 知らなかったが、依頼したいと

は思わない

14.0%

無回答

10.5%



南治紗友莉
テキストボックス
 ■採録記事【令和３年９月１４日（火）／読売新聞・朝刊／全15段】




